








　実は気候変動枠組条約とセットになって
いたのが生物多様性条約だった。世の中で
は、温室効果ガス排出量の事ばかりが話題
になっていたが、生物多様性の保全再生も
重要課題なのである。
　カーボンニュートラルの方は、すでに社
会的に大きなうねりとなっていたが、久保
田はここで確信した。
「生物多様性への対応も企業活動にとって
欠かせないものになる」

　一般にはあまり聞きなれない言葉だが、
TNFD*2 とか TCFD*3 といった言葉がある。
前 者 は「自 然 関 連 財 務 情 報 開 示 タ ス ク
フォース」(2023年ガイドライン発表 )、後
者は「気候関連情報開示タスクフォース」
(2017年最終報告書発表 ) のことだ。とも
に機関投資家などのファイナンシャルセク
ターからの要請で、気候や自然に関連した
企業活動のリスクや機会を評価し、情報開
示するためのガイドラインで、これからの
企業活動や、企業の社会的価値づけに欠か
せないものとなっている。

　シンク・ネイチャーは、ビジネスにおけ
る生物多様性対応において、「守り」と「攻
め」の観点のプロダクトを提供している。
前述の TNFD などの情報開示は、生物多様
性に関する「守り」の対応と捉えて、企業
活動と自然の接点の把握、企業活動の自然
に対する依存や影響を定量し、気候変動な
どのシナリオ分析も駆使して、ネイチャーポ
ジテイブへ向かう道筋を明らかにするTN 

LEAD サービスを提供している。一方、生物
多様性再生の推進は「攻め」の対応と捉え
て、企業の緑化事業や社有林の管理、ブルー
カーボンにも関係する海草藻場やサンゴ礁
の保全再生、環境再生農業などにおける、
生物多様性ゲインを定量するTN GAIN など
がある。

■シンク・ネイチャーの将来

　このようにシンク・ネイチャーは波に乗
り始め、昨年には業務を拡大。従事者は
30名余りまでになった。博士号を持つ人
をはじめ、経営やファイナンスの専門家が
参加し、堅固な組織を持つ企業として飛び
立とうとしている。
　令和５年度の起業家万博（総務省・NICT
主催）で総務大臣賞をとったことも一般企業
に対する認知度を高めるのに役立っている。
「サイエンスの中でも最も基礎的な生物多
様性研究を推進してきた先に、ファイナンス
などの企業の皆さんとの出会いがあったこ
とは、運命的なものを感じてます。科学を

基盤としたアプローチで、気候変動対策や
生物多様性の保全再生をビジネスとして駆
動させたいです。気候変動などの影響を、
いちばん大きく受けるのは、これからまだ
数十年の現役生活を送る若い世代です。一
般の人たちが気候変動や生物多様性に関す
る理解を深めてくれれば、地球の未来は明
るいと思います。このような社会変革のきっ
かけ作りに少しでも貢献することを、私の人
生の最後のミッションとしたいです」
　ネイチャーポジティブの太い流れを作る
のを、最後の仕事にしたいと久保田は言う
が、まだまだ最後というには早すぎるだろ
う。実際、久保田たちの仕事は、日本のみ
ならず海外へと、更なる拡大を目指して動
いている。科学者の視点と経験を合わせ持
つビジネスパーソンは貴重な人材である。
シンク・ネイチャーの今後の活躍に大いに
期待したい。

株式会社シンク · ネイチャー　
代表取締役 CEO、琉球大学理学部教授
2007年より琉球大学准教授、2015年より同大教授。専門は生態学。世界
中の森を巡るフィールドワークと、ビッグデータや AI を活用したデータ
サイエンスによって、生物多様性の保全科学を推進する。2019年、生物
多様性市場を創出するスタートアップ「株式会社シンク・ネイチャー」を
起業。令和5年度起業家万博総務大臣賞（最優秀賞）受賞。

*1 GHG：Green House Gas
*2 TNFD：Taskforce on Nature-related Financial Disclosures
*3 TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures

私がシンク・ネイチャーの素敵だなと思うことは3つ、「チーム力」「事業領域」「経
営者」です。まずチーム力ですが、30名にも及ぶアカデミアを中心とした専門性
の高いチームを組成し、スタートアップしていることが素晴らしいなと思いました。
二つ目の事業領域ですが、企業がこれから先数十年向き合っていく環境問題、そ
の中心になるであろう生物多様性をテーマに日本一の専門性を持って研究をされ
てきて、大企業を中心に導入が進んでいる点です。通常のスタートアップが持ち
得ない武器を持たれていると思います。そして最後に3つ目の経営者ですが、久
保田先生の専門性はもちろんですが、それ以上に感銘を受けたのはタフさと真摯
な姿勢でした。大変忙しい中でもファイナンス／プレゼンのインプットをされて、
アカデミアに閉じず社会に実装可能なビジネスにされようとする熱意が伝わりま
した。これからも1人の応援者として応援し続けられたらと思います。
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Partners Fund 代表パートナー
2012年グリー入社、社長室／
財務戦略部を経て、2016年イ
ンキュベイトファンド入社。
2018年に独立、現在二つの VC
ファンドを運用。

縄発のスタートアップ企業が、今注
目されている。生物多様性をビジネ

スにて、経済市場の仕組みを通して、自然
環境の保全再生を推進しようというのだ。
琉球大学理学部教授の久保田康裕が始めた
株式会社シンク・ネイチャーだ。

　そもそも生物多様性とは何のことなの
か。久保田に聞いた。

「生物多様性とは生物の豊かさの総体です。
地球上には様々な生物種がいて、それぞれ
種はその特性に応じて、場所ごとの環境に
適応して分布し、場所の環境に応じて様々
な生物種が集合することで、森林、草原、河
川、海洋などの生態系を形づくります。そ
して、多様な生態系は、私たちの暮らしを
支える様々な恩恵、生態系サービスをもた
らします。つまり、生物多様性は私たちの
社会・経済の基盤、自然資本なのです」
　なるほど、衣食住の材料のほとんどは生
物に由来している。それゆえ生物多様性が
崩れると、社会を支えている基盤が崩れる
というわけだ。

　久保田は言う。「生物多様性に関連する

市場や産業を起こそうと、シンク・ネイ
チャーを立ち上げた5年前は、皆口々に『生
物多様性がビジネスになるの？』といった
感じでした」

■アカデミアを取り巻く閉鎖性

　久保田が生物多様性をビジネスとして展
開することを考えた理由の一つは、生物多
様性科学のような基礎研究の意義が、社会
的になかなか理解されないことがあった。
久保田は学生時代から生物多様性の研究を
続け、北海道、沖縄など日本全国はもちろ
ん海外まで足を延ばしてフィールドワーク
を続けてきた。
「基礎的な科学ほど、潜在的には最も応用
的で社会的に有用な要素を持ち、経済にも
貢献できるはずで、生物多様性という研究
分野が、社会経済を変革させ得る知見をも
たらす、という確信があった」という。

　これまで集めた膨大なデータや
世界中の研究者が発表している自
然史関連データを基に、生物多様
性ビッグデータを構築し、自然環
境の豊かさの価値を可視化する
ツールを作り始めた。機械学習や

AI モデルを活用し、2020年に J-BMP とい
う生物多様性地図サイトを公開。日本や世
界中の自然を可視化し、生物多様性の保全
再生に関する情報を数量的かつ直観的に把
握できるようにした。
　この可視化アプリのおかげもあって、徐々
に行政や企業にも久保田たちの活動が知ら
れるようになっていった。

■時代の変化の波に乗った

　さらに、時代の変化が味方した。当時す
でに地球温暖化対策としてカーボンニュー
ト ラ ル が 叫 ば れ て い た。起 業 の 翌 年 の
2020年10月に、当時の菅内閣は「カーボ
ンニュートラル宣言」を行い、企業はカー
ボンニュートラルに向けた対策を明示的に
実行する必要が出てきた。事業活動で排出
される温室効果ガス排出量（GHG*1）の報
告が義務付けられたのだ。

ネイチャーポジティブでネイチャーポジティブで
　自然と共生した未来へ向けて　自然と共生した未来へ向けて

　　『シンク・ネイチャー』　　『シンク・ネイチャー』

起業家万博総務大臣賞受賞者が語る
生物多様性の重要性

沖

　ネイチャーポジティブ。日本語では「自然再興」。この概念が近年注目を浴びている。現在、地球上では、多くの野生生物
の絶滅が懸念され、生物多様性が消失しているのだ。この損失を食い止め、プラスに反転させることが、ネイチャーポジティ
ブの意味するところだ。しかし、言葉で語るだけでは実現できない。そこで立ち上がったのが、株式会社シンク・ネイチャー
の代表取締役久保田康裕だ。30年以上にもわたって、生物多様性の研究を続けてきた琉球大学理学部教授でもある。アカデミ
アの世界から生物多様性ビジネスに挑んだ動機とは？また目的は何なのか？
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おでかけウォッチャー　
地域における産学官連携のケーススタディ

取得したGPS位置情報・属性情報をソー
スとしており、おでかけ研究所独自のノ
ウハウによって解析・加工されています。
毎週月曜日から日曜日までの情報を翌週
木曜日に表示する準リアルタイムで提供
しています。

おでかけウォッチャーは、愛知県、高知
県、長崎県、福岡市など地方自治体や、
広島県観光連盟、京都府観光連盟、東京
観 光 財 団、沖 縄 観 光 コ ン ベ ン シ ョ ン
ビューローなどの観光関連団体・企業に、
既に500団体以上の採用実績があります。

■おでかけウォッチャー発展の経緯と
NICT の関わり

おでかけウォッチャーを開発したおで
かけ研究所はもともとGPSを利用したゲー
ムソフトウェアを作成していた株式会社
コロプラ（以下、コロプラ）内で人々の
移動を調査・分析するリサーチセンター
として2011年に設立されました。コロ
プラは、2003年にコロプラ創業者の
馬場功淳氏（現会長）が個人で始めた位
置情報ゲーム「コロニーな生活」に始ま
り、位置情報ゲームを起点とした他業種
企業との連携や2010年からは 複数の位
置情報ゲーム提供会社が参画する位置情
報サービスプラットフォームの提供を進め
ていました。この位置情報分析ノウハウ
を観光施策に生かすべく設立されたのが
おでかけ研究所で、2013年にはKDDIと
共同で、あらかじめ同意の上取得した
au スマートフォンユーザーの位置情報
データを活用した観光動態調査レポート
の提供を開始し、岐阜県白川村、兵庫県
豊岡市、東京都市長会をはじめ自治体の
観光地域づくりの支援業務を受託してい
ました。

このノウハウが地域課題の解決に役立
つと考えた NICT 地域連携・産学連携推
進室では、サービス拡大のため、馬場氏
の母校でもあった九州工大とコロプラと
の共同で最初の委託研究「レンタカー走
行データを活用した訪日外国人との共生
エコシステムの研究開発」を採択し、
2019年度に開始しました。翌2020年度
からは、九州大学も加えて「大規模位置
データ連携による観光施策立案評価シス
テムの研究開発」によって、3年間かけ
てEBPM支援システムを開発しました。

委託研究期間中の2021年に、おでかけ
研究所は事業譲渡により、コロプラから
ブログウォッチャーに移りましたが、委
託研究活動はブログウォッチャーが承継
し、旅行者の属性判定・補正ロジック、
データの週次連携環境の構築、集客プラ
ン立案評価システムなど実用化に向けて
キーとなる項目について、開発・強化を
進め、自治体関係者や観光関連業者など
へのヒヤリングも含めて、検証も行いま
した。これらの成果を踏まえて、おでか
けウォッチャー商用版がリリースされ、
その後もサービスを拡充し続けています。

おでかけ研究所の所長は、コロプラか
ら事業とともにブログウォッチャーに移
籍した酒井幸輝氏が引続き努めています。

■その他の NICT の地域連携活動

地域連携・産学連携推進室では、観光
産業以外にも、農業、畜産業など地域課
題の解決に資するアイデア、サービスを
取り上げ、支援しています。これまでに、
ドローンを利用したイチゴ栽培の管理、
AI に よ る ひ よ こ 雌 雄 選 別 シ ス テ ム、 
デジタル技術を活用した日本酒製造条件
管理技術、地域防災のための多地点微小

気圧変動計測パッケージの標準化と都市
近郊・中山間部における市民協力型実証
実験、細粒度ごみ排出量データを活用し
た地域ごみ管理・収集・減量のデジタル
推進基盤の研究開発などに支援を行って
きました。

なお、これまでの NICT による関連委
託研究実施状況は以下の NICT HP から
確認できます。

https://www.nict.go.jp/collabo/commission/
itaku_kobo.html

ICT ソーシャルイノベーションユ
ニット戦略的プログラムオフィス

地域連携・産学連携推進室とイノベー
ション推進部門委託研究推進室では、地
域課題をデータ連携・利活用で解決する
実証型研究開発に対して、公募型高度通
信・放送研究開発委託研究として新サー
ビス開発の支援を行っています。

現在、国内の自治体・観光関連団体・
企業への導入実績のある株式会社ブログ
ウォッチャー（以下、ブログウォッチャー）
おでかけ研究所が提供する「おでかけ
ウォッチャー」は、この支援から生み出
されたものです。

NICTの地域における産学官連携のケー
ススタディとして、紹介します。

■おでかけウォッチャーとは

ブログウォッチャーが提供するおでか
けウォッチャーは、観光行政・観光マー
ケティングの礎となる、戦略的な交流人
口 拡 大 策、デ ー タ に 基 づ く 政 策 評 価

（EBPM＊）そして持続可能な観光地域経
営を実現するための道標となるデジタル
観光統計を、どこでも、だれもが活用で
きるためのツールです。

おでかけウォッチャーは、スマートフォ
ンのGPS位置情報に基づく、観光客分析
に特化した人流データ・モニタリングツー
ルであり、自治体や観光協会等の観光政
策担当者であれば、基本サービスは無償
で利用可能です。市区町村・観光スポッ
ト別の来訪者数や観光スポット間の周遊
者数を発地都道府県、性別・年代別に
データを提供します。基となるデータは
140種類以上のスマートフォンアプリを
通じて、利用者から明示的な同意を得て

N

図1　おでかけウォッチャー利用画面

図2　おでかけウォッチャーのあゆみ

＊ EBPM: �Evidence Based Policy Making は、政 策
の企画をその場限りのエピソードに頼る
のではなく、政策目的を明確化したうえ
で合理的根拠（エビデンス）に基づくも
のとすることです（内閣府資料より）。
https://www.cao.go.jp/others/kichou/
ebpm/ebpm.html

協力：�株式会社ブログウォッチャー　おでかけ研究所 
所長　酒井 幸輝氏

参考文献
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ず、救急の事案には対応ができない課題
があります。

このプロジェクトでは、ITU-T L.1700/
L.110規格に準拠した耐環境性が高く
過疎地に適した光ケーブル（図3）を
用いて主要な拠点間を接続した上で、
我々が研究開発して実用化した耐災害
性を備えた通信・情報プラットフォー
ム技術 NerveNet を導入して分散型のア
プリケーション環境を提供し、地域内
の行政サービスや医療サービスを提供
することを目的としました。NerveNet技
術の提供においては、地元の人たちによ
り持続と発展ができることを最大限重
視 し、現 地 NPO 法 人 の ICT4D（Center 
for Information and Communication 
Technology for Development）が中心と
なって、NerveNet 技術の習得、機材調
達、ネットワークの構築、設定、運用を
行う体制を構築することに主軸を置いた
協力を行ってきました。

■地元による持続と発展のために

2020年に開始したこのプロジェクト
は、直後からコロナ感染症の影響を受
け、実際に現地のメンバと対面で進める
ことが困難な状況からスタートしまし
た。NerveNet 技術は全てソフトウェア
なので遠隔で提供できます。将来の地元
による拡張も見据えて、現地で調達可能
な SDN ホワイトボックス装置を調査・
選定・調達し、ソフトウェアのインストー
ル方法から機器個別に必要となる設定や
ネットワークの構築・運用方法までを
Web 会議システムを活用して長期間に
わたり何度も現地技術者をトレーニング
しました。2022年末までには、設置予
定のハードウェアを使用して NerveNet

敷設が完了し、NerveNet 装置も接続し
てインターネット接続がなくてもローカ
ルで NerveNetのデータ同期機能を活用
したアプリケーションが動作すること
を確認できました。ほかにも、オープ
ンソースを活用した HER（電子健康記
録）システム「BAHMNI」、電子建築許
可アーカイブシステム「e-BPAS」及び
主要な公立学校での学習を促進するため
のMoodleを用いた学習管理システムの
3つのWebアプリケーションが、すべて
現地メンバにより開発されました（図4）。

■ Dullu による自立的運用開始へ

今回構築したネットワークはDullu自
治区役所に無償譲渡され、民間のインター
ネットサービスプロバイダ（ISP）と協力
した PPP（Public Private Partnership）事
業として運用が開始されています。Dullu
自治区役所は今後20年間このネットワー
クを ISP にリースし、ISP はアクセス回
線としてネットワークを利用しつつ運
用・保守は地元人材を雇用することで、
収益性と持続性を維持する仕組みです。
譲渡後にネパールのプシュパ・カマル・
ダハル首相を訪問して本プロジェクトの

報告を行い、首相からは、ネパールへの
献身的なプロジェクト遂行と国民生活レ
ベル向上への貢献に対する感謝の言葉を
頂きました。

この活動を通して、NICT技術がネパール 
山奥のネットワークインフラとして実
装・運用され続ける体制が構築できまし
た。本プロジェクトの推進において、多
大なご協力を頂きました KDDI財団、株
式会社OCC、Global Plan Inc.、ナシュア・
ソリューションズ株式会社、ICT4D、
Dullu自治区役所、ネパール政府（通信情
報技術省）の皆様に深く感謝いたします。

大和田 泰伯（おおわだ やすのり）
ネットワーク研究所 レジリエントICT 研究センター 
サステナブル ICTシステム研究室
主任研究員

大学院修了後、新潟大学災害復興科学セ
ンター特任助教、株式会社スペースタイ
ムエンジニアリング社長を経て、2013年
NICT入所。あらゆる状況下でも利用し続
ける事ができる自律分散型の情報通信シ
ステムの研究開発に従事。博士（工学）。

ICT では、ネパール政府から提案
され採択された APT（Asia Pacific 

Telecommunity）の国際実証実験プロジェ
クト（Category II）にて、2020年から4年間
にわたりネパールの山間部に耐環境性を
有する光ケーブルと NerveNet（ナーブ
ネット）を用いて地域内の課題解決に資
するネットワークシステムの構築とその
有効性検証を行う実証事業に取り組んで
きました。2024年2月末には、これらの
実証を完了し、構築したネットワークは
アプリケーションとともに現地の自治体
へ無償譲渡され、今後も官民連携で運用
される形で社会実装を行いました。本稿
ではその活動をご紹介します。

■現地特有のニーズに応える

ネパールは国土の多くが山間部で、通
信はもとより、道路、ガス、電気、水道
が十分に整備されていない集落も多く存
在します。ネパール政府が実証実験場
所に選定したDulluは、首都カトマンズ
の西方約400キロに位置するカルナリ県 
ダイレク郡にある13の区から構成され
る自治区で、約6,900世帯45,000人が生
活しています。カトマンズから飛行機、
その後オフロード車で4～5時間ほどかけ
て到達できる地域です（図1、2）。ここは
ネパールの中でも人間開発指数（健康・教
育等）が特に低く、丘陵地帯のため自然災
害（森林火災・洪水・地すべり）なども起
きやすい地域です。とりわけ医療に関して
は、Dullu自治区を含むダイレク郡全体 
で人口26万人に対して簡易な手術等に
も対応できる病院が１つしかなく、患者
はこの病院にたどり着くまでに何時間
も、時には数日かけて通わなければなら

を用いたネットワークを構成・運用する
試験や、インターネットに繋

つな

がらない環
境下でもNerveNetが持つ分散データベー
スを用いたデータ同期機能を活用した患
者情報共有アプリケーションや、分散型
のSIPプロキシ機能を用いた内線電話ア
プリケーションが機能する環境構築まで
を現地技術者のみで行えるまでになりま
した。

■いよいよ現地でのサービス開始へ

前 身 の APT プ ロ ジ ェ ク ト（2019〜
2020年）で既に同じ耐環境光ケーブル
が一部の主要な拠点間には敷設されてい
たため、本ブロジェクトではその延伸や
拡張を行う計画でした。しかし、2022年
12月に現地の敷設状況と新たな敷設場
所の下見に訪れると、道路沿線に埋設し
た光ケーブルが雨季による土砂崩れの復
旧作業により複数箇所で切断されていた
ため、敷設方法やネットワーク構成を再
検討し、新たな光ケーブルは道路沿線の
電柱を利用した架空で敷設し、それ以外
のルートは人が通らない山の中をころ
がし配線で敷設することにしました。
2024年2月末には無事に光ケーブルの

N

ネパール山間部におけるネットワークとサービスの構築

図1　�Dullu 自治区の位置と構築した
ネットワークの全体構成 

図2　�Dullu 自治区役所屋上からの景観。道路は未舗装で等高線沿いに敷設されている
ため、山の対岸は近くに見えても移動には時間がかかる。

ベド プラサド カフレ〈左〉
ネットワーク研究所 
ネットワークアーキテクチャ研究室
研究マネージャー

大学院博士課程修了後、2006年に NICT
入所、新世代ネットワークアーキテクチャ
などの研究に従事。ITU-T SG13 ラポー
ター。 博士（情報学）。

井上 真杉（いのうえ ますぎ）〈右〉
ネットワーク研究所 レジリエントICT 研究センター
研究センター長

大学院博士課程修了後、1997年に CRL
（現 NICT）に 入 所。ミリ波 超 高 速 無 線

LAN、異種無線網制御、自律分散アクセス
網、耐災害デジタル基盤等の研究開発、
企画戦略、国際連携に従事。博士（工学）。

図3　ITU-T L.110 耐環境性光ファイバケーブル（左）と敷設作業の様子（右）

FEATURE スタートアップ支援・産学官連携
Supprting Starups and Regional/Industry-Academia Collaboration 

図4　�本プロジェクトで作成したアプリケーション 
（上）HER（電子健康記録）システム「BAHMNI」
（中）電子建築承認記録管理システム（Electronic 

Building Permit Archival System （e-BPAS） ）
（下）Moodleを用いたe-Learningシステム
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日本産業技術大賞は1972年（昭和47年）に創設された表彰制度で、その年に実用化された革新的な大型産業設備・構造物や、先端技
術の開発、実用化で顕著な成果をあげた企業・グループを表彰し、産業界や社会の発展に貢献した成果があった者に授与されます。
前島密賞は、逓信事業の創始者「前島密」の功績を記念し、その精神を伝承発展せしめるため昭和30年（1955年）に設けられたもので、
以降毎年度、情報通信事業（郵政事業を含む）及び放送事業の進歩発展に著しい功績のあった者に贈呈されます。

69 th  Maejima Award■公益財団法人 通信文化協会　　第69回  前島密賞

●受賞内容：長年の ITU、3GPP 及び APT
における無線通信分野での標準化への貢献
●受賞日：2024年4月11日
受賞の言葉　令和5年度の前島密賞を受
賞できたことを大変光栄に思っていま
す。この受賞には、標準化活動に対して
引き続き貢献することに加えて、長年の

●佐
さ

藤
とう

 孝
こう

平
へい

　イノベーション推進部門　標準化推進室　シニアイノベーションコーディネーター

標準化活動で培った知見やノウハウを継
承することが期待されていると認識して
います。
「知の継承」を念頭において、引き続

きアジア・太平洋地域での標準化活動の
活性化・円滑化に微力ながら貢献してい
きたいと考えています。

左から菅野敦史、山口祐也、赤羽浩一、梅沢俊匡、山本直克

●受賞内容：大容量有無線融合通信の基
盤となる超高速・高集積光電変換デバイ
ス実現技術
●受賞日：2024年4月11日
受賞の言葉　光アクセス研究室で研究
を進めているマッシブ集積オールバン

ドICTハードウエア技術実現のための重
要なパーツである、超高速・高集積光電変
換デバイスに関する成果を評価していた
だきました。これらのデバイスの研究開
発に関しては、先端 ICT デバイスラボの
存在が大きかったと考えています。現場

スタッフはもちろんですが、ラボの維持、
発展にご協力、ご支援いただいた関係者
の皆様に感謝申し上げます。

●梅
うめ

沢
ざわ

 俊
とし

匡
まさ

　ネットワーク研究所 フォトニックICT 研究センター　光アクセス研究室　主任研究員
（以下所属＊はネットワーク研究所 フォトニック ICT 研究センター）

●山
やま

口
ぐち

 祐
ゆう

也
や

　＊光アクセス研究室　主任研究員

●山
やま

本
もと

 直
なお

克
かつ

　＊副研究センター長／ネットワーク研究所 先端 ICT デバイスラボ　ラボ長　　
●菅

かん

野
の

 敦
あつ

史
し

　＊光アクセス研究室　上席研究員／名古屋工業大学大学院　工学研究科　教授

●赤
あか

羽
はね

 浩
こう

一
いち

　＊光アクセス研究室　室長

TOPICS
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プロイメント推進部門アントレプレナー支援室では、地域
発ICTスタートアップの創出による地域課題の解決や経済

の活性化を目的に、ICTを活用した事業を志す高校生、高専生、
大学生、大学院生等の次世代のICT人材の発掘・育成及び事業
拡大等のサポートを行う「NICTアクセラレータ・プログラム」を
実施しています。
　本プログラムでは各地域の連携大会において、ICT企業やベン
チャーキャピタルで活躍するICTメンター陣とともに有望な起業家
の卵を発掘し、メンタリングやビジネスプランのブラッシュアップ
等を行い、その成果発表の場として「起業家甲子園」（学生対象）・

「起業家万博」（若手起業家対象）を開催しています。
　この「NICTアクセラレータ・プログラム」の連携大会（東海地区）
として、令和６年６月15日（土）に名古屋市の千種文化小劇場
においてTongaliビジネスプランコンテスト2024が開催されまし
た。当日はファイナリストである16の学生チームが出場し、熱意
のあるビジネスプランが発表されました。自身の経験をきっかけに、
今まで対処することが難しかった問題に取り組んでいる姿がとても
印象的でした。また、実際に大学や大学院で進めている研究をビ
ジネスプランに落とし込んでいる発表も多く見受けられました。ピッ
チステージ登壇時のBGMやスモーク、照明の使用といった演出、
出場者の発表の様子をまとめたプロモーション動画の放映など、

　令和６年６月３日（月）、渡辺孝一総務副大臣は北海道大学
において、同大学発スタートアップ関係者等と意見交換を行い
ました。
　令和４年度 起業家甲子園において総務大臣賞を獲得した同
大学大学院工学研究院学術研究員の山石氏（受賞当時同大学大
学院工学院の学生）をはじめ、同年度の起業家万博において複
数のパートナー企業特別賞を獲得した同大学大学院情報科学研
究院准教授の冨岡氏の関係者、同大学発スタートアップの大熊
ダイヤモンドデバイス株式会社星川氏、同大学産学・地域協働
推進機構スタッフ等、スタートアップ関係者等が一同に会し、
各事業の取組内容や意気込みを語りました。

随所にスタイリッシュな仕掛けがなされていたのも学生向けのビ
ジネスコンテストならではと思います。
　本大会では『自分らしく生き続けるための終末期ケアデバイス「誰
もが使える脳磁計」』を発表したチームにNICT 賞（起業家甲子
園出場権）が授与されました。NICT賞を受賞したチームは、今後、
ICTメンターとのメンタリングを通じ、ビジネスプランの更なるブラッ
シュアップを行っていく予定です。令和７年３月に開催される起
業家甲子園において、どのような成長した姿を見せてくれるか楽
しみです。

※起業家甲子園の出場者は令和７年２月頃に最終決定予定です。

デ

NICT 賞受賞チームのみなさんと ICT メンター（写真中央右）

渡辺総務副大臣を囲んで、北海道を、そして日本を活性化させ
るために何が必要か、和やかな中にも活発な議論がなされました。

渡辺総務副大臣が北海道大学における
スタートアップ関係者との意見交換を実施

●山石氏（右）と握手をする
　渡辺総務副大臣（左）

Tongali ビジネスプランコンテスト2024（連携大会）レポート
デプロイメント推進部門　アントレプレナー支援室

左から3人目が NICT 寺井弘高
写真提供：日刊工業新聞

●授与団体名：株式会社日刊工業新聞社
●受賞内容：超伝導量子コンピュータを
用いた超高性能計算プラットフォームの企
業向けクラウド公開
●受賞日：2024年4月3日
受賞の言葉　このたびは、第53回 日本
産業技術大賞 内閣総理大臣賞を受賞す

ることができて大変光栄に思います。量
子コンピュータが本当に世の中で役立つ
ためには更なる性能の向上が必要で、
NICT の技術が超伝導量子コンピュータ
の性能向上に貢献できるよう今後も研究
開発に取り組んで参ります。

Prime Minister’s Award of the 53rd 
Japanese Industrial Technology Awards■第53回日本産業技術大賞　　内閣総理大臣賞

●理化学研究所（理研）	 ●産業技術総合研究所
●情報通信研究機構（NICT）	 ●国立大学法人大阪大学
●富士通株式会社（富士通）	 ●日本電信電話株式会社（NTT）



けいはんなR&Dフェア2024

●国立研究開発法人情報通信研究機構
・REXR（レクサー）コミュニケーションシステム ～フォトリアルな3Dアバター

と遠隔コミュニケーション ～
・音声翻訳今昔物語  ～音声翻訳研究の過去、現在、未来を体験してみよう！～
・実際の衛星を使って通信を体験しよう！
・太陽フレアでオーロラが活発?!  宇宙の天気をデジタル地球儀で見てみよう！ 
 ●日本電信電話（株） NTT コミュニケーション科学基礎研究所
・ AI読書感想対話システム「ぴたりえチャット」
  　～ロボットがお子さんと絵本の内容についておしゃべりします～
●特定非営利活動法人けいはんなアバターチャレンジ
・けいはんな万博2025 アバター（遠隔操作型ロボット）を使って我々の生活

を競技にしよう！
 ほか多数

・ものつくりのワークショップ  　～ロート製薬の1日研究員になってみよう～
（ロート製薬（株））

・サントリー 水のワークショップ  
　～水の性質や水と森とのつながりを学ぼう～（サントリーホールディングス（株）） 
 ほか多数

・音ってフシギ！ワクワク科学大実験！（サイエンス・コミュニケーター佐伯
恵太先生）

・くるぞ、万博。くるぞ、ミャクミャク。
　～さあ、みんなで万博スタートまでのカウントダウン～（大阪府・大阪市万

博推進局）
  ほか多数

研究展示・体験デモ ワークショップ（実験）

その他

10/5（土）開催けいはんなプラザでは先端科学に触れられる体験イベントやデモが盛りだくさん！
ぜひご来場ください！ 

科学で遊ぼう！ミライを探検しよう！
日　時：10月5日（土）10時00分～16時30分
会　場：けいはんなプラザ
入　場：無料
申　込：詳細情報及び事前申込は
　　　　https://keihanna-fair.jp
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